
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆2025 年発覚事例 

・違法オンラインカジノでスポーツ界や芸能界で逮捕者続出。 

・闇バイトによる強盗殺人多発。 

・三菱 UFJ 銀行員による貸金庫窃盗。 

・オンラインカジノ賭博で中学 1 年生ほか 

 13～21 歳の 17 人を摘発。（男子生徒は 

 小学 6 年から計 700 万円分を賭けていた）。 

◆多重債務者が激増。20 代で借金地獄に。 

◆若者の自殺増加。ギャンブルが原因と分かっているだけで 

 389 人（2023 年） 

◆失業、家庭崩壊、放火、窃盗、海外カジノで破産・・・ 

 

ホンマに・・・

ギャンブルが原因の犯罪・悲劇 

◆公営ギャンブル（競馬・競艇・競輪・オートレース・宝くじ・スポーツくじ）や民間のパチンコなどは、それぞれの法律で合法化している。 

◆若者をターゲットにしたテレビやネットの広告、オンライン化で売り上げは 10 年前の 2 倍に。被害も倍増。 

◆ギャンブル依存症の割合は世界１多い（ 日本 3.6 ％ ・アメリカ 0.4２％ ・マカオ 1.8 ％） 2014 年の厚生労働省の調査では５３６万人 

◆「改正ギャンブル等依存症対策基本法」（2025 年６/１８成立）には、罰則規定は盛り込まれず、実効性に疑問⁈ 

◆「刑法の、賭博罪・常習賭博罪」では、賭けた者は罰せられるが業者への罰則はない。警察は、マネーロンダリング防止の 

 観点からオンラインカジノサイトの摘発はするが、消費者保護の観点からの監督規制はない。 

 
 

◆いつでもどこでも誰でもできる。

スマホの中に賭博場と銀行など

貸金業者のサイトが紐づけに。 

個人情報を収集し自分ではやめら

れなくなる仕組みになっている。 

◆「日本は規制がゆるくギャンブ

ルのハードルが低いのでターゲットに

している」（海外のオンラインカジノ業者） 

・日本は、オンラインカジノは違法な

のに全世界の売り上げの 4 位（1 位～３

位は、オンラインギャンブル合法の国） 
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エライコッチャン 

 

 

IR
 

IR・カジノとは、民間の賭博場である「カジノを含むリゾート施設」のこと。法律により全国に 3 か所の建設が可能。長崎と大阪が
応募し、住民の反対運動が起こった。唯一大阪が国から認可を受け、MGM 大阪(株)が大阪市此花区夢洲（ゆめしま）で建設中。
2030 年に開業予定。大阪府市は、収益の一部を受け取る。宣伝や治安対策等をおこなう。国は、さらに 2 か所の募集も始めた。 

 

最低35 年 
続く契約。 

次世代に負の遺産 
のカジノを残すな！
止めるのは 
私たちの責任 

日本は古来より賭博はご法度 だけど、すでに、世界有数のギャンブル大国 
 

 

 

恐ろしいオンラインギャンブル 

 

 

◆カジノ合法の国はすでに豪華なランドカジノの集客は減少、 

親会社のラスベガス MGM も収益はオンライン頼み。多くの人が

手軽なストレス発散としてハマってしまう。家族や友人が依存症になった

り、家庭崩壊、犯罪などにまきこまれることも・・・ 

◆ギャンブルの被害総額は収益の 4.7 倍（韓国政府機関の調査）・失業によ

る税収減・犯罪による企業利益の損失・生活保護費や医療費の増加・マネー

ロンダリングなど犯罪対策費の増加。韓国のカンウォンランドでは、質屋や風俗

店が乱立、自殺・治安の悪化で人口が流出。カジノホームレスが社会問題に。 

 
◆カジノは客を囲い込み、地域のお金を吸い上げ地元経済が衰退し

ます。カジノ依存経済になると、カジノ維持に税金が使われ、住民のため

の社会保障などが削られてしまう。アメリカのアトランティックシティーでは、レストラ

ンの 40％、小売業の 30％が廃業、中小企業が消滅、麻薬中毒は２倍、

犯罪増加し、「もし今の現状を当時わかっていたら、 
カジノを支持しなかった」（カジノを推進した議員の発言） 

 

 

 

◆ギャンブル業者の儲けは客の負け金なので、 

依存症になる人を作りつづけるしくみ。ヨーロッパでは、 

「有害な商品を売る業者の責任」が問われている。 

 
◆（パチンコなど）すでにあるものは従事者や既得権益があり、 

新たに規制するのは困難がある。被害をなくすには、作らないことが一番。 

合法化すると心理的ハードルが低くなり、ギャンブラーが増え、 

 違法業者も増える。（「Gamban」イギリスのオンラインギャンブルブロックアプリ会社創業者のことばより） 
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（大阪 IR 推進局の対策） 
◆「ギャンブルは適度に楽しむ娯楽」 
という認識で高校生に冊子を配布。 
◆入場回数制限（7 日間に 3 回、28 日間 
に 10 回まで）実質入り浸り可能 
◆国内客は入場料 6,000 円（コインとして還元） 
◆カジノ業者からの借金で遊べる仕組み 

 

 

◆埋め立て工事費 １３６億円 

◆土壌汚染対策・液状化対策など７８８億円 

◆カジノ関連インフラ整備費合計１兆円越え 

（当初 3,400 億円の３倍近くに。さらに増える可能性も） 

◆大阪府・大阪市は毎年赤字。次世代の負担に・・・ 
 

吉村知事は「民間がするので税金は使わない」と言ってたのに  

 

 

 

◆カジノ事業者への土地賃料の格安優遇官製談合疑
惑など、市民に損害を与えているとして、当会など
3 グループが松井前市長などを相手どり損害賠償請
求など「IR・カジノ住民訴訟」が進行中。 
◆「手続きに問題があれば認定を取り消す」
と国土交通省が明言しています。 
◆誘致に必要な「住民の合意」なし 
◆業者にカジノ免許もまだ降りていない 
◆横浜では、住民投票署名運動が起こり、選挙でカジノ
反対市長を選んでカジノ誘致がストップしました。選挙
で民意を示せば ‼ 
 

 

 

  

 

 

 

 

◆医療・介護・教育・運輸・建設・接客など、あらゆる業
種で人手不足。給料を優遇し IR カジノ関係に人を集
めると、さらに人手を奪うことに。（万博でも問題になった） 

 

あなたの預金がギャンブル事業に使われていいですか？ 
◆ESG 投資（生物多様性の保護・人権問題への対応などに配慮した投資）という視点から、ギャンブル事業に 
 「無担保融資」していいのか？ SDGｓ「だれ一人取り残さない」にも逆行。 
◆親会社の「MGM リゾーツインターナショナル」（米国）は、日本人をターゲットにした違法なオンラインカジノ会社 
 を買収してマネーロンダリングの疑いがある。（大谷選手の元通訳水原一平氏の事件にも関与）。不適切な業者だと
して、ギャンブル依存症者の家族などが、国に対して実施協定の認定取り消しを求めて訴えた。 
 

 

 

 

◆ターゲットは８０％以上国内客（オリックスが明言）。 
年間売り上げ 5,200 億円（USJ のおよそ 4 倍？）の８０％がカジ
ノ収益の予定。あなたの財布が狙われている。 
◆中国は、資金流出や依存症増大に対する取り締まりを
強化。外国の富裕層は来ない。 

題

 

◆世論調査（２０２３年４/２）反対が多い 
◆「カジノの是非は府民が決める 住民投票条
例制定直接請求署名」では、21 万筆が集
まった。しかし吉村知事は府議会で即日否決。 
◆2023 年の統一地方選挙では、カジノ推進派候
補に投票した人のうち、３０％がカジノ反対。 
 

 

 

IR・カジノ予定地 

 

◆メタンガス爆発・土壌汚染 

◆軟弱地盤・液状化・不等沈下で倒壊 

◆強風、大雨で通行止め。（万博ではメトロの

トラブルで 4.8 万人が帰宅困難に） 

◆メガソーラー火災の恐れ。 

◆災害瓦礫の処分地がなくなる。 

◆コンテナターミナルの拡張できず⇒経済打撃 

 

 

関電変電所 

松井元市長は「外国のお金持ちがお金を落としてくれる」と言ってたけど  

雇用が増えるっていうけど  

もう工事してるのに、 

 止められるの  

住民は賛成しているのか  

そもそも・・・南海トラフ地震も起こるのに、 

ゴミ処分場の夢洲に作って大丈夫  

 

 

◆カジノが無くても、すでに 
 行きたい国 NO.1 
・文化・食べ物・多様な風景・
安全・親切を求めて来日。 
カジノはイメージダウン⤵ 
◆MICE（国際展示場）は世界主流の
１/20、インテックス大阪の１/３の
狭さ。カジノはパチスロ
6400 台の巨大パチンコ屋状態 

問

出資

7,200億 

MGM 
オリックス 
少額 22 社：・ 

 

外国人観光客の増加率 
シンガポールとの比較 

世界一の IR・カジノで観光客が増える  

読売新聞統一地方選挙前、 
大阪府有権者への調査 

三井住友 
三菱 UF 
などの銀行グループ 

 

融資 

5,500 億 

 

 

 

 

まだ建物も建っていません。 
止められます。 

一緒に声をあげましょう！ 

 

夢洲カジノを止める大阪府民の会  
ｈｔｔｐｓ://vosakaf.net/  
〒536-0008 大阪市城東区関目 6-4-2-103  
 山川よしやす電話 090-8536-3170 

 

〈諸外国の対策例〉 
◆ギャンブルは人を殺す。酒やタバコ
よりも危険という認識で規制強化。（イギリス） 
◆自国民は入場料 12,000 円相当 
広告、宣伝の規制。法令で入場
排除措置。オンラインギャンブルへのアクセス遮断
措置など、徹底的に国民をカジノ
から遠ざける対策（シンガポール） 

私たちは支持政党に関係なく、 
カジノを止めたいとの思いで 

活動しています。 
HP で各地の取り組みを紹介してい

ます。参加してみてください。 
 

 

大阪 
9.27 倍 
 

 
日本 
5.93倍 

シンガポール 
1.42 倍 

２０２４年 

 

マリーナ・ベイ・サンズ 
セントーサ 

R カジノ開業 

2010 年 

 

 

 

 

これで、依存症対策のトップランナー  

人を不幸にする博打にお金を出して、企業倫理に反していないの  

 
カンパのご協力 
お願いたします 
 

 

 


